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１　不動産関係事犯の検挙状況

平成24年中における不動産関係事犯の検挙
状況は、検挙件数68件、検挙人員86人であり、
前年より件数は２件、人員は５人、それぞれ
減少した。法令別では、宅地建物取引業法違
反が30件39人、建設業法違反が18件32人、建
築基準法違反が８件10人であった。

２　宅地建物取引業法違反の検挙状況

宅地建物取引業法違反の検挙状況は、検挙
件数30件、検挙人員39人であり、前年より件
数は３件、人員は２人、それぞれ減少した。
不動産関係事犯全体に占める割合は、件数
は約44.1％、人員は約45.3％であった。

３　暴力団員の関与状況

不動産関係事犯のうち暴力団員が関与した
事件の検挙状況は、検挙件数25件、検挙人員
37人であり、前年より件数は３件、人員は３
人、それぞれ減少した。不動産関係事犯全体
に占める割合は、件数は約36.8％、人員は約
43.0％であり、前年より件数は3.2ポイント、
人員は1.0ポイント、それぞれ減少した。

４　主な検挙事例

⑴　不動産業者は、平成23年３月から同年11
月までの間、県知事の免許を受けずに、建
物賃貸借契約の媒介を行い、福島県借り上

げ住宅制度の特別措置を利用して、福島県
から仲介手数料約２万6,000円をだまし取
るなどした。24年４月までに、同人を宅地
建物取引業法違反（無免許事業等の禁止）
及び詐欺罪で逮捕した（福島）。

⑵　会社役員の男は、平成23年１月から24年
４月までの間、競売で落札した建物の販売
を繰り返し、県知事の免許を受けずに不動
産を売買した。24年11月、同人を宅地建物
取引業法違反（無免許事業等の禁止）で逮
捕した（香川）。

５　おわりに

警察では、監督行政庁による行政対応を踏
まえ、悪質、重大な事犯に対して厳正に対処
する。
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